
とちぎコープ生活協同組合

注記事項

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
有価証券の評価基準および評価方法

関係団体等出資金 移動平均法による原価法

（子会社等株式含む）

その他有価証券

棚卸資産の評価基準および評価方法

主たる商品

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物7～39年、構築物10～30年、機械装置4～17年、

器具備品5～15年

無形固定資産 定額法

リース資産

長期前払費用 定額法

引当金の計上基準

貸倒引当金

賞与引当金

ポイント引当金

退職給付引当金

①退職給付見込額の期間帰属方法

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、発生年度から5年（定額法）で費用処理しています。

収益および費用の計上基準

主要な事業における組合員との契約に基づく主な義務の内容

供給高は、組合員への商品またはサービスの提供が履行義務となります。

①の義務に係る収益を認識する通常の時点

供給高は、組合員に対する商品またはサービスの引渡時点で組合員が当該商品またはサービスに対する支配を

獲得し、履行義務が充足されると判断できることから、主として当該商品またはサービスの引渡時点で収益を

認識しています。

貸借対照表、損益計算書、重要な会計方針等および注記事項、附属明細書の金額は、千円未満を切り捨てて表示し

ています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引は、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法

市場価値のない株式等以外のものは決算日の市場価格等に基づく時価法
（市場価格のない株式等は移動平均法による原価法）

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）によっています。

（５）

①

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権および破産更生債権等については、個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

職員の賞与の支給に備えるために来期の支給見込額のうち当期の負担額
を計上しています。

組合員に付与した供給に起因しないポイントの使用に備えるため、期末
において将来使用されると見込まれる額を計上しています。

職員の退職により支給する退職給付に備えるため、当期末における退職
給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しています。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰
属させる方法については給付算定式基準によっています。

数理計算上の差異は、翌会計年度から5年（定率法）で費用処理してい
ます。

正規職員（専任職）については、簡便法による期末自己都合退職要支
給額を計上しています。

（１）

（２）

（３）

（４）

（６）

②



２．貸借対照表の注記
担保に供されている資産

保証債務等

日本生活協同組合連合会 千円

役員に対する金銭債権または債務

理事に対する金銭債権または金銭債務

なし

監事に対する金銭債権または金銭債務

なし

３．損益計算書の注記
特別損益

固定資産売却損の内容は、次のとおりです。

建物・建物付属設備 千円

固定資産除却損の内容は、次のとおりです。

建物・建物付属設備 千円

構築物 千円

器具備品 千円

法人税等

法人税等には、法人税、地方法人税、住民税、特別法人事業税および事業税を計上しています。

教育事業等繰越金

４．退職給付に関する注記
採用している退職給付制度

なお、正規職員（専任職）は退職一時金制度のみを採用しています。

確定給付制度

退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 千円

勤務費用 千円

利息費用 千円

数理計算上の差異の当期発生額 千円

過去勤務費用の当期発生額 千円

退職給付の支払額 千円

期末における退職給付債務 千円

年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 千円

期待運用収益 千円

数理計算上の差異の当期発生額 千円

事業主からの拠出額 千円

退職給付の支払額 千円

期末における年金資産 千円

当生協が出資しているコープデリ生活協同組合連合会の日本生活協同組合連合会に対する仕入債務に対して連帯保
証を行っています。

店舗プリペイドカード（ほぺたんカード）の導入にともない、資金決済に関する法律に基づく発行保証金として、
差入保証金のうち40,000千円を供託しています。

2,530,653

（３）

①

②

（２）

（３）

①

②

（１）

（２）

2,810

（１）

（１）

（２）

②

1,676

462

①

11,405

1,387,833

47,936

10,956

△ 141,983

△ 238,005

△ 22,905

1,043,832

1,103,213

11,032

△ 57,696

31,142

△ 130,110

957,580

当期首繰越剰余金には、前事業年度の剰余金処分により繰越した教育事業等繰越金50,000千円が含まれています。

　正規職員（総合職）の退職の退職給付に備えるため、退職一時金制度、確定給付型企業年金制度（日生協企業年
金基金第１制度および日生協企業年金基金第２制度）および確定拠出型企業年金制度を採用しています。



退職給付債務および年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金および前払年金費用の調整表

積立型制度の退職給付債務 千円

年金資産 千円

千円

非積立型制度の退職給付債務 千円

未認識数理計算上の差異 千円

未認識過去勤務費用 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 千円

退職給付引当金 千円

前払年金費用 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 千円

退職給付に関連する損益

勤務費用 千円

利息費用 千円

期待運用収益 千円

数理計算上の差異の当期の費用処理額 千円

過去勤務費用の当期の費用処理額 千円

他生協等への出向者の退職分担金 千円

その他 千円

確定給付制度に係る退職給付費用 千円

年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

国内債券 ％

一般勘定 ％

短期資産 ％

国内株式 ％

外国債券 ％

外国株式 ％

その他（注） ％

合計 ％

長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

数理計算上の計算基礎に関する事項

　期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している）

割引率 ％

長期期待運用収益率 ％

確定拠出年金制度について

確定拠出制度への要拠出額は、13,061千円です。

日生協企業年金基金第１制度について

日生協企業年金基金第１制度の積立状況および当組合の掛金拠出割合は下記のとおりです。

制度全体の積立状況に関する事項

年金資産の額 千円（2026年3月20日）

年金財政計算上の給付債務の額 千円（2025年3月31日）

差引額 千円

①

（３）

（４）

③

④

⑤

⑥

⑦

2.4

47,936

10,956

△ 11,032

△ 21,383

△ 4,581

（注）

143,759

9,162

239,172

341,778

△ 102,606

239,172

△ 8,401

847

14,343

4.08

「その他」は伝統的な投資対象である株式や債券等への投資に代えて、安定的な収益性をめざし金融市
場の動向に影響されにくいヘッジファンド等へ投資しています。

27.63

7.69

5.27

28.03

8.30

100.00

19.00

48,133,863

34,927,811

13,206,052

　正規職員（総合職）については厚生年金基金から移行した日生協企業年金基金第１制度に加入しており、要拠出
額を退職給付費用として処理しています。当年度の日生協企業年金基金第１制度への拠出額は15,278千円です。

740,553

1.0

△ 957,580

△ 217,027

303,278

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す
る多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しています。



制度全体に占める当組合の掛金拠出割合 ％　（2026年3月現在）

補足説明

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減損損失 千円

退職給付引当金 千円

資産除去債務 千円

契約負債 千円

賞与引当金 千円

未払事業税 千円

その他 千円

小計 千円

評価性引当額 千円

合計 千円

繰延税金負債

建物（資産除去債務相当） 千円

前払年金費用 千円

合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

法定実効税率 ％

（調整）

住民税均等割 ％

税率変更による影響 ％

その他 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

６．金融商品に関する注記
金融商品の状況に関する事項

金融商品に対する取組方針

金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制

供給未収金に係る組合員の信用リスクは、組合員ごとの未収金管理を行い、リスクの低減をはかっています。

関係団体等出資金については、定期的に発行団体の財務状況を把握しています。

金融商品の時価等に関する事項　

2026年3月20日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額があるものは次のとおりです。

（単位：千円）

（注1）金融商品の時価の算定方法

給付債務の額は2025年3月31日時点、年金時価資産額は2026年3月20日時点で表示しているため1年のずれがあり
ます。この差引額は、13,206,052千円となっていますが、給付債務の額は1年分が追加されるため、差引額は減
少します。2025年3月末時点の繰越剰余金は、12,051,499千円で過去勤務債務残高はありません。

③

貸借対照表計上額

（２）

時価

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときのその差異の原因となった主
要な項目別の内訳

0.07

29.32

差額

①

②

（２）

27.66

なお、関係団体等出資金（貸借対照表計上額2,504,890千円）は、市場価格のない株式等であるため下表には含め
ていません。また、現金および短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する預金、供給未収金、買掛金は注
記を省略しています。

△ 1.22

（１）

科目

0.56②

（１）

163,892

96,863

72,245

29,119

24,970

54,090

298,000

41,219

8,161

65,934

31,088

479,406

△ 127,315

352,091

2.81

短期貸付金および長期貸付金の時価は、元利金の合計額を同様の新規貸付けを行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しています。

1,297,251  △ 27,067  1,270,184  短期貸付金および長期貸付金

必要な資金は主に事業活動によるキャッシュ・フローおよび組合員出資金で調達しています。なお、投機的な取
引は、生協法施行規則第198条に基づき行っていません。



（注2）金銭債権の償還予定額 （単位：千円）

７．賃貸等不動産に関する注記

８．資産除去債務に関する注記
資産除去債務の概要

資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の総額の増減

当事業年度における資産除去債務の残高は、次のとおりです。  

期首残高 千円

時の経過による調整額 千円

資産除去債務の履行による減少額 千円

期末残高 千円

９．関連当事者との取引に関する注記

１０．収益認識に関する注記

１１．重要な後発事象に関する注記
新本部の建築

本部建物の老朽化や労働環境改善の観点から、移転、建築します。

当期末における賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用対象物件の重要性が乏しいため、注記を省略し
ています。

5年超

（２）

301,781  短期貸付金および長期貸付金

1年以内

681,469  

（３）

使用見込期間を不動産賃貸借期間または有形固定資産の耐用年数と見積り、割引率は算定時点における対象期間に
応じた国債利回り率を使用して資産除去債務の金額を計算しています。

314,000  1,297,251  

（１）

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（５）収益および
費用の計上基準」に記載のとおりです。

科目 計1年超5年以内

262,897

△ 13,410

254,565

店舗やコープデリ宅配センター等の施設の一部は、不動産賃貸借契約および事業用定期借地権契約を締結してお
り、賃貸借期間終了における原状回復義務に関し資産除去債務を計上しています。また、一部の施設に使用されて
いる有害物質を除去する義務に関しても資産除去債務を計上しています。

開示すべき関連当事者との取引はありません。

①

②

5,079

建築・設計費用の見込み614,693千円（税抜）と施工業者選定については、2026年4月10日開催の理事会で承認さ
れました。5月に着工し2027年3月に竣工・引き渡しを受け、2027年4月から新本部稼働の予定です。


